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平成２４年度事業計画における見直しの方向 

事業実施内容（全般）     

（目標・計画を達成したか） 

左記の各評価については、それぞれ計画した成果を

スケジュールどおり得ることができ、当初の計画を達成

することができた。 

次年度以降の基礎試験の計画については、本プロジ

ェクトの全体計画の検討状況に応じて、見直しが必要で

ある。 

（目標・計画を達成したか） 

１～４号機使用済燃料プールから取り出した燃料集

合体は、同発電所内共用プールにて貯蔵される計画で

あるが、当該研究により長期安定的にその健全性が担

保される見通しを得ることは、極めて重要である。 

係る観点において、燃料構造材に海水による腐食発

生の可能性が小さいこと、また、ヒドラジンによる腐食雰

囲気緩和効果について、早期に必要な成果を提示した

ことから、平成２３年度の計画を十分達成している。 

（目標・計画を達成するための効果的な工夫が図られた

か） 

左記の各評価は、JAEA 内の材料関係専門家と試験

施設を最大限に活用するとともに、関係機関を交えた会

議体を設け、作業の進捗管理及び情報交換を行うこと

により、効率的、効果的に実施することができた。 

（目標・計画を達成するための効果的な工夫が図られた

か） 

JAEA 所有の設備、人的資源を効率的に活用して早

期に成果を提示できている。平成２４年度以降は JAEA

所有の設備だけでなく、民間の設備も広く活用し、更な

る効率化を図ることが望ましい。 

（評価の視点） 

 

○目標・計画を達成したか 

－実施内容 

－成果 

－スケジュール 

 

○目標・計画を達成するた

めの効果的な工夫が図ら

れたか 

 

○成果が活用されたか 

 

使用済燃料プールの燃料集合体は、冷却機能の喪

失、海水投入、瓦礫コンクリートの混入などによる

塩化物イオンを含む高温で高pHの環境に晒されてい

た時間が長く続き、通常の燃料とは異なる履歴を経

験している。そこで、本プロジェクトにおいては事

故後の特殊環境を経験した燃料被覆管の劣化の度合

いを評価するため、以下の基礎試験を先行して着手

した。 

①ジルカロイ製被覆管の評価 

海水投入によりジルカロイ製被覆管が腐食するかど

うかを確認するために、海水を含む環境での腐食発生

条件を明らかにし、現状の水質では腐食発生の可能性

が低いことを示した。 

②腐食環境評価用解析コードの開発 

照射済燃料被覆管から出る放射線と海水投入による

腐食環境を予測する解析コードを開発するために、予

備実験を行い海水投入により通常と異なる腐食に影響

を及ぼす物質が生成することを確認した。 

また、感度解析を実施し、解析コードの整備を進め

た。 

③放射線と海水の相乗作用評価 

腐食環境に及ぼす放射線（ガンマ線）の影響を調べ

るために、高崎量子応用研究所においてガンマ線照射

試験を実施し、海水成分が混入した水より発生する腐

食に影響を及ぼす物質を定量的に評価した。 

その結果、腐食加速因子は塩化物イオン濃度の低下

と、水中の酸素濃度を下げることにより生成量を抑制で

きることを確認した。さらに水中の酸素濃度低下処理と

してヒドラジン投入が有効であることも提示した。 

（成果が活用されたか） 

左記の各評価結果は、現状の使用済燃料プールに

おける水処理対策が有効であることを裏付けする基礎

データとして活用された。 

ジルカロイ被覆管評価については、非照射材を用

いた試験のデータであるため、次年度以降は、照射材

を用いた試験を実施し、更なるデータの蓄積が必要で

ある。 

（成果が活用されたか） 

研究により放射線照射場における腐食環境の緩和に

ヒドラジンが効果的であることが立証されたことは重要

であり、使用済燃料プールへの間歇的なヒドラジン注入

継続の技術的裏付けとなっている。 

また、未照射材ではあるが、ジルカロイ被覆管が事故

時に経験した水質では殆ど腐食しないというデータを得

ており、燃料取出し計画立案に活用されている。 

平成２４年度は、昨年度に引き続き、ジルカロイ製被

覆管の評価について、非照射材を用いた試験を実施

し、データを拡充するとともに、照射材を用いた試験に

着手し、更なるデータの蓄積を図る計画である。 

上記計画について、本 WT としては、平成 25 年度以

降に計画している共用プールでの燃料集合体他の長期

健全性評価に資するための先行的な基礎試験であるこ

とから妥当であると評価する。 

 

【資料２－２－１】  



 
事業実施内容（特記事項）     

現場ニーズの反映 今回の事故では、緊急的な冷却措置（海水注入）

がなされたことにより、これまで想定していなかっ

た腐食要因、塩化物イオンによるジルカロイの穴あ

き腐食等を考える必要があり、長期健全性を評価す

る上で上記の実施項目は、現場ニーズと整合する。 

東電、電中研、メーカーの関係機関を交えた会議体

を設け、実機の状況に対する認識の一致、試験データ

の確認などの情報交換を行うことにより、現場ニーズに

即した評価を実施することができた。 

当初は東電側の体制も確立しておらず、JAEA の判

断で研究を進めていたが、左記の会議体を設けること

によりニーズ、問題点の共有ができ、現場のニーズをよ

り反映できる体制となっている。 

なお、海水を含む状態での水の放射化特性変化につ

いては、現場では必要性に気づかなかった現象を

JAEA のアイデアで実施したものであり、評価できる。し

かしながら、これまでの試験は共用プールにおける燃料

集合体の長期健全性の観点から必ずしも実験パラメー

タが実機環境を反映しているとは言えず、今後、東電・

プラントメーカーとよく協議し、試験条件をより現実的な

／意味のあるものへと調整する必要がある。 

試験条件を選定するにあたって、東電・プラントメーカ

ー等とよく協議し、現場ニーズをさらに反映させる。 

インプット／アウトプットの

明確化・共有 

 

 各評価の実施計画を作成し、東電、電中研、メーカー

の関係機関を交えた会議体により、毎月 1 回程度、作

業の進捗管理及び情報交換を実施した。 

関係機関を交えた会議体により、十分なインプット／

アウトプットの明確化・共有がなされつつあるが、今後

研究 PJ 体制のもと議論をさらに進め、インプット･アウト

プットの明確化･共有につとめる。 

平成２４年度以降の計画策定において、使用済燃料

プールからの取り出し開始時期や次研究工程着手に必

要な成果の取得時期などを見定めて議論しており、ＰＪ

内のインプット･アウトプットの明確化・共有を図りつつあ

る。 

引き続きプロジェクト体制を強化し、インプット･アウト

プットの明確化･共有に努め、平成２５年度以降の共用

プールでの燃料集合体他の長期健全性評価の計画に

成果を反映する。 

事業実施体制     

実施者の内部体制・役割

分担 

 

JAEA 内の複数部署から材料関係専門家が結集した

体制を構築し、各担当の役割分担を明確にして実施す

るとともに、関係機関を交えた会議体により、毎月 1 回

程度、作業の進捗管理及び情報交換を実施した。研究

PJ 体制確立後は、メーカー等との関係機関と情報交換

を行い役割分担を明確にした。 

 JAEA 内の専門家が連携し、さらに外部機関との情報

交換等を進め役割分担を明確にすることにより、効率

的、効果的に実施することができた。 

使用済燃料プールでの腐食評価は現象な複雑であ

り、多くの専門家の知見を統合して評価を行う必要があ

るが、各々の事象に対し適切な専門家を配置し、その

知見を適切に統合してアウトプットを導いている。平成２

４年度以降はプラントメーカーとの連携を更に強め、より

効率的な事業とすることが望まれる。 

さらに体制を強化し、それぞれの事象に対して適切な

専門家を配置して実施する。 

外部機関の叡知の活用 

 

関連文献の調査はもとより、関係機関の専門家との

意見交換を実施するとともに、学会等で開催される腐食

挙動に関する講演会、研究会より情報収集することで、

試験条件の設定や試験結果の評価に資した。 

左記により、外部の見解を十分に取り込んで成果を

出すことができた。 

プラントメーカーの材料専門家等との意見交換が適

切になされていた。また、積極的に学会で発表し、外部

機関の意見を取り入れる体勢にある。 

引き続き外部の専門家等との意見交換を継続実施す

る。 

その他     

     

 

 


